






障害者総合支援法第七十六条の三により、

指定障害福祉サービス事業者、指定一般相談支援事業者及び指定特定相談支援事業者並びに指定
障害者支援施設等の設置者は、指定障害福祉サービス等、指定地域相談支援又は指定計画相談支
援(以下この条において「情報公表対象サービス等」という。)の「提供を開始しようとするとき
等」において、情報公表対象サービス等情報を、当該情報公表対象サービス等を提供する事業所
又は施設の所在地を管轄する中核市の市長に報告しなければならない

とされています（児童福祉法第三十三条の十八も同様の内容）

今回の法施行規則の改正により、事業所の更新申請のタイミングで、WAMNETが更新されている
か障がい者支援課が確認いたします。
毎年６月頃に、WAMNETから更新の案内が届きますので、更新の有無に関わらず対応してくださ

い。



これまで、地域生活に移行した後１年間において、日常生活上の相談等を提供する自立生活援
助、及び、地域生活における常時の連絡体制・緊急時の相談支援等を提供する地域定着支援につ
いては「同居家族に障害・疾病等があることにより、実質一人暮らしと同様の状況」の場合、利
用が可能でしたが、改正後は、同居家族の状況に限らず、本人の事情により家族等の支援が見込
めない場合も利用が可能となります。



今回、「利用者の意思（≒希望、気持ち、願い）」についての改正がいくつかありますが、こ
ちらは横断的な改正です。

サービスの提供にあたっては、利用者本人へ十分な情報を提供し、意思決定を支援してくださ
い。

個別支援計画の作成にあたり、利用者本人が障がいの特性等により、自ら意思決定をすること
に困難を抱える場合には、

・利用者に対しての選択肢の提示
・複数の支援者によるこれまでの生活史を踏まえた推定
・事業者以外の視点・意見の取り込み

といった手法を用いて利用者の意思等の把握に努めるとともに、把握までの経過を記録し、残し
てください。

（参考）
「障害福祉サービスの利用等にあたっての意思決定支援ガイドラインについて｣(平成29年
3月31日付け障発0331第15号)
～障害福祉サービス等の提供に係る意思決定支援ガイドライン～
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12200000-
Shakaiengokyokushougaihokenfukushibu/0000159854.pdf



障害児通所支援の利用者は保護者であり、支援の対象者は児童です。支援の提供に当たっては、
児童及びその保護者の意思に配慮してください。

通所支援計画の作成においては児童の年齢及び発達の程度によっては、
・児童の意見を尊重するべきとは認められない場合
・尊重するべきと認められるが、最善の利益に繋がらない場合

があることから､児童の意見とは異なる結論が導かれることはあり得る､と想定されています｡
「障害福祉サービス等の提供に係る意思決定支援ガイドライン」を参考に、配慮や通所支援計画
作成までの経緯等を記録に残してください。



計画相談支援事業者が作成するサービス等利用計画及び各障害福祉サービス事業者等が作成す
る個別支援計画の作成に係る会議についても、利用者の参席が義務化されました。

障害児相談支援事業者が作成する障害児支援利用計画及び各障害児通所支援事業者が作成する
通所支援計画の作成に係る会議については児童・保護者の参加は不要ですが、６ページで示した
とおり、児童の意見の尊重とその最善の利益が優先して考慮されることが求められていることか
ら、障害児支援利用計画及び通所支援計画の作成にあたっては、「障害福祉サービス等の提供に
係る意思決定支援ガイドライン」を参考に、適切な過程を経て、記録を残してください。



障害者支援施設については、前頁の内容と同様、個別支援計画の作成に係る担当者会議に利用
者を交えるほか、後述の地域移行等意向確認担当者を交え、利用者の生活に対する意向等を改め
て確認することが義務化されました。



障害者支援施設からの地域移行に係る、地域移行等意向確認担当者の役割です。
地域移行等意向確認等に関連し、
・グループホーム等の見学、地域活動への参加を行った場合の「地域移行促進加算」
・前年度の地域移行及び地域定着の実績に応じた「地域移行支援体制加算」

が新設されたほか、令和６年度から努力義務化、令和８年度の義務化以降は地域移行等意向確認
体制未整備減算も新設されますので、担当者を選任してください。



利用者の状況に応じた利用計画が作成されるよう各サービス・支援を提供する事業所から、相
談支援事業者に対して個別支援計画が提供されることが義務化されました。利用者・保護者への
交付の都度、相談支援事業者にも交付してください。



生活介護及び自立訓練（機能訓練）の基準人員は、

看護職員、生活支援員、理学療法士、作業療法士

を常勤換算方式で平均障害支援区分又は利用者数に応じて配置する必要がありますが、改正によ

り言語聴覚士を配置した場合でも常勤換算数に含められることとなります。



一定の基準を満たす場合、介護保険の通所リハビリテーションの指定を受けている事業者は
「共生型自立訓練（機能訓練）」の指定が受けられるようになります。



就労選択支援は、本人の希望、就労能力及び本人の適性等にあった選択を支援するサービスで、
アセスメントの結果によっては、就労系サービスのほか、生活介護や自立訓練等のサービスに結
び付けていくことも想定されています。

令和７年１０月からは就労継続支援Ｂ型の新規利用者（５０歳未満・就労経験なし）が原則と
して就労選択支援を経ることとなり、令和９年度から、就労継続支援Ａ型の新規利用者及び就労
移行支援の標準利用期間を超えて更新を希望する方が原則として就労選択支援を経ることとなり
ます。



運営基準の事業者要件は、
・就労選択支援を経て選択する就労系サービス事業者であること
・過去３年において一般就労に結び付けた実績（もしくはこれに相当する実績）
となります。



運営基準で規定する、運営のおおまかな流れ、基本プロセスです。

利用者の就労系サービスを利用したい意向に基づき就労選択支援の利用開始
→就労アセスメントの実施
→「アセスメントの結果」に基づき、相談支援事業者がサービス等利用計画に反映
→就労継続支援等の障害福祉サービスの利用開始へ



運営基準で規定する、義務・努力義務についてです。

就労選択支援事業者は、以下の行為が課せられます。
・就労アセスメントの結果を踏まえた職安、障害者就業・生活支援センター等との
連絡調整をしなければならない

・地域の就労支援に関する情報収集に努め、利用者へ進路選択に資する情報提供を
するよう努める



指定が受けられる事業者要件は「就労移行支援事業者又は就労継続支援Ａ・Ｂ型事業者」であ
り、主な運営基準は就労移行支援・就労継続支援事業と同様です。



就労選択支援員は今後告示で示される要件を満たす者である必要があります。

※現時点での情報
・就労選択支援員養成研修の修了を要件とする。
・就労選択支援員養成研修の受講要件は、
基礎的研修を就労していることや、就労支援に関して一定の経験を有していること。

・基礎的研修修了者を就労選択支援員とみなす経過措置と
一定期間、就労選択支援員養成研修の受講に関する緩和措置あり。



指定が受けられる事業者要件は「就労移行支援事業者又は就労継続支援Ａ・Ｂ型事業者」であ
り、設備基準は就労移行支援・就労継続支援事業と同様です。



原則として就労選択支援を利用するタイミングのほか、特定のサービス利用開始後も、就労

ニーズや能力等の変化に応じ、選択肢を積極的に検討する機会としての就労選択支援を希望に応

じて利用できるよう、就労選択支援事業者及び相談支援事業所は互いに連携し、利用者へ就労選

択支援事業についての情報提供を行わなければならないこととなります。



就労継続支援Ｂ型事業において、前年度の平均工賃月額は、報酬改定後においても基本報酬の
増減に関わる内容です。生産活動の収支差額のみから工賃を支払ってください。
以下の行為は、指定基準違反となりますのでご注意ください。
・平均工賃月額が３０００円を超えるように、給付費を加えて工賃を支払うこと
・平均工賃月額を高く見せるために、給付費を加えて工賃を支払うこと

※原則として・・・①～③のいずれにも該当する場合は事業所の職員の処遇が悪化しない範
囲で自立支援給付費を充てることをもって、工賃の補填を行っても差し支えありませんが、
至った経緯などを記録してください。
① 激甚災害の指定を受けた地域又は災害救助法適用地域に就労継続支援Ｂ型事業所が所
在する場合又は取引先企業等が所在する場合、若しくは激甚災害の指定や災害救助法適
用の要因となった大規模な災害による間接的な影響により生産活動収入が得られなかっ
たことが明らかであると指定権者が認めた場合

② 生産活動収入の大幅な減少が見込まれる、又は生産活動は行っているが数か月にわた
り十分な生産活動収入が得られなかった場合

③ 工賃変動積立金及び工賃変動積立資産がなく、これらを活用できない場合



自立生活援助事業は、これまで「居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、宿泊型自立
訓練、共同生活援助、障害者支援施設、相談支援」のいずれかの指定を受けている必要がありま
したが、不要となります。

サービス管理責任者に関する要件が緩和されたことから、相談支援事業所における一連の支援
として事業開始することが可能となりました。

訪問面接の緩和については、訪問とテレビ電話等を組み合わせた報酬区分が新設される予定で
すが、今後の告示及び留意事項通知により、各区分の報酬単価及び算定できる要件を御確認くだ
さい。



共同生活援助の運営基準において「共同生活住居での生活から、一人暮らし等を希望する者に
対する移行前後の支援」が、共同生活援助事業の支援に含まれている、と明確化されました。
これに伴う加算も新設されましたが、利用者からの明確な意思表明などがあって算定可能とな

るものですのでご注意ください。



国の障害者部会報告書において、

・障害福祉サービスの実績や経験があまりない事業者の参入により、
障害特性や障害程度を踏まえた支援が適切に提供されない

といった支援の質の低下が懸念される。
・居住や生活の場であり、運営が閉鎖的になるおそれのあるサービス類型については、
地域の関係者を含む外部の目を定期的に入れることが、事業運営の透明性を高め、
一定の質の確保につながるものと考えられ、介護分野の運営推進会議を参考とした
仕組みを導入することが有効と考えられる。

との指摘がありました。

これを踏まえ、各事業所に地域連携推進会議を設置して、年に１回以上会議を開催し、その結
果を公表しなければなりません（第三者による評価の実施状況の公表でも可）。



共同生活援助及び障害者支援施設について、「第二種協定指定医療機関」との間で、新興感染
症の発生時等の対応を取り決めることについて努力義務となります。新設される予定の「感染症
対策向上加算」の要件も確認しつつ、対応に努めてください。

なお、協力医療機関が第二種協定指定医療機関の場合は、新興感染症の発生時等の対応の取り
決めは義務となりますので、協力医療機関が県から第二種協定指定医療機関の指定を受けた場合
は、速やかに対応願います。



就労移行支援の定員規模について緩和されます。
これにより、新規指定時の利用者数（＝定員の９０％）が最低で９人となり、配置必要職員数

が減ります。



一定の規模を有する事業所であること、有資格者が必要、といった要件がありますが、相談支
援事業と自立生活援助を一体的に運営する事業所において、有資格者を相談支援員として配置す
ることが可能となります。



「医療型児童発達支援」が廃止となり、児童発達支援センターに一元化されます。
また、児童発達支援センターの指定基準の３類型の一元化は、児童が身近な地域で多様な支援

を受けられる体制整備を進めるものです。

児童発達支援センターは、地域の障害児支援の中核的役割を担う中核拠点として位置付けられ
ていますが、

・多職種連携による専門的な支援体制・取組
・障害児専門人材の配置・取組
・地域支援や支援のコーディネートの専門人材の配置・取組

など、一定の要件を満たした場合に算定できる「中核機能強化加算」の新設が予定されておりま
すので、専門的かつ多様な支援の提供や市内事業所間の連携強化に努めてください。



通所支援計画の作成に係る適切なアセスメントと、児童の特性を踏まえた総合的な支援・専門
的な支援・関係機関との連携強化等を進め、個々の特性や状況に応じた質の高い障害児通所支援
の提供を推進する観点から、５領域を全て含めた総合的な支援を提供することを基本とする改正
です。
令和６年度の初回更新（令和６年９月末まで）において、通所支援計画における５領域とのつ

ながりを明確にしていただくことになりますので、今後示されるガイドライン及び通所支援計画
の参考様式を参考に、計画作成をしてください。

※新しい参考様式と実施手順については国のガイドラインで示される予定です。



支援プログラムの見える化を進める観点から、その公表を義務化する改正です。
「支援プログラム未公表減算（所定単位数の８５％算定）」も創設されました。
令和６年度中の整備・公表に向け、今後示される国のガイドラインや参考様式を参考にしてく

ださい。



障がいの有無に関わらず、安心して共に暮らすことができる社会の実現に向けて、こども施策
の連続性（切れ目のない支援）を推進していくことが重要です。国のガイドラインを踏まえた取
組に努めてください。



通所支援計画において、国のガイドラインを参考に
・インクルージョンの観点を踏まえた取組及び
・支援におけるインクルージョンの視点

について明記してください。



すでに、児童発達支援及び放課後等デイサービスで実施が義務付けられていた「自己評価等」
について、保育所等訪問支援にも導入する改正です。保育所等訪問支援の固有の事項として、
「訪問先施設による評価」があります。また、各支援の「自己評価」について、「事業者による
自らの評価」に加え「従業者からの評価」の実施が義務付けられます。

◎児童発達支援・放課後等デイサービス
・自己評価(事業者による自らの評価･従業者からの評価)、保護者評価
・改善の内容を保護者に示す＆公表

◎保育所等訪問支援事業
・自己評価(事業者による自らの評価･従業者からの評価)、保護者評価、訪問先施設評価
・改善の内容を保護者に示す＆公表

一年間の経過措置期間の後、令和７年度から「自己評価等未公表減算」が適用となりますので、
おおむね年に一回以上、自己評価等の実施と公表を行ってください。

※新しい参考様式と実施手順については国のガイドラインで示される予定です。



福祉・介護職員等処遇改善加算は、
令和６年度は令和５年度と比較して２．５％のベースアップ
令和７年度は令和６年度と比較して２．０％のベースアップ

を目指すものです。加算の取得により、従業者の職場定着に活用してください。

※令和６年度の激変緩和措置
福祉・介護職員処遇改善加算はサービスごとに率のばらつきがあるため、率が全サービス
で共通の「福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)～(Ⅳ)に移行した際に、これまでの３つの
処遇改善加算の率の合計を維持したまま率の引き上げを受けることができるようにするこ
と。



これまでは、利用者ごとの所要時間によらず、一日分の報酬が算定されていましたが、報酬改定後は
「利用者ごとの所要時間」に基づき算定されることになります。その一方で、基本報酬として評価できる
のが最大９時間となり、これまでであれば延長支援加算で評価されてきた時間の報酬が増えることになり
ます。

「利用者ごとの所要時間」ですが、留意事項通知には「所要時間による区分については、現に要した時
間により算定されるのではなく、生活介護計画に基づいて行われるべき指定生活介護等を行うための標準
的な時間に基づき算定されるものである。この所要時間については、原則として、送迎に要する時間は含
まないものである。生活介護計画の見直しを行い、標準的な時間を定めた上で、その標準的な時間に基づ
き算定するものであるが、令和６年４月から生活介護計画の見直しまでの間は、前月の支援実績等や、本
人の利用意向の確認を行うことにより、標準的な時間を見込むものとする。なお、生活介護計画に位置づ
けられた標準的な時間と実際のサービス提供時間が合致しない状況が続く場合には、生活介護計画の見直
しを検討すること。」とあり、「所要時間≠実利用時間」とわかります。
また、今回の改定に伴い、「利用者数（前年度の利用者数の平均）」の算出方法が変わります。（以下、

解釈通知を編集したもの）
～生活介護に係る従業者の員数を算定する場合の利用者の数の算定方法～
「前年度の平均値」は、当該年度の前年度の利用者延べ数を開所日数で除して得た数とし、この算定に当
たっては、小数点第２位以下を切り上げるものとする。
利用者延べ数については、所要時間３時間未満～５時間未満の利用者は「０.５」、所要時間５時間以上
～７時間未満の利用者は「０.７５」、所要時間８時間以上の利用者は「１.０」として数える。
※令和６年度当初に算出する｢前年度の平均値｣を､これまでの算出方法とするのか新しい算出方法と
するのかについては、わかり次第お知らせします。

延長支援加算を新規に算定する場合、延長支援加算の様式・対象者リスト・個別支援計画の写を添付して
変更届出を行ってください。



スコア方式における配点の変更により、基本報酬の区分が大きく変更になる場合もあると予想さ
れますので、
報酬の見込みを立てる際は御注意ください。

〇配点アップ(この２項目で２００点満点中１５０点）
【労働時間】一日の平均労働時間による評価
【生産活動】前年度及び前々年度における生産活動収支の状況により評価
〇配点ダウン
【多様な働き方】利用者が多様な働き方を実現できる制度の整備状況による評価
【支援力向上】職員のキャリアアップの機会を組織として提供している等、支援力向上に
係る取組実績による評価

〇配点そのまま
【地域連携活動】地元企業と連携した高付加価値の商品開発、施設外就労等により働く場
の確保等地域と連携した取り組み実績による評価

〇新規（減点または零点）
【経営改善計画】経営改善計画の作成状況による評価
〇新規（配分：小）
【利用者の知識及び能力向上】利用者の知識及び能力の向上のための支援の取組状況に
よる評価



（参考）青森市内の就労継続支援事業所の平均工賃月額（令和４年度）：「14,541円」

目標工賃達成指導員配置加算に加え、「目標工賃達成加算」が新設されています。

※前年度の工賃が、前年度の工賃向上計画の工賃を上回った場合で、かつ、その差額が工賃
の全国平均の伸びを上回っている場合に評価する加算です。



これまでは、利用者ごとの所要時間によらず、一日分の報酬が算定されていましたが、報酬改
定後は「利用者ごとの所要時間」に基づき算定されることになります。
「利用者ごとの所要時間」については、生活介護と同様「通所支援計画に基づいて行われるべき
指定通所支援を行うための標準的な時間」に基づくことになります。

児童発達支援
・・・30分以上５時間まで

放課後等デイサービス
・・・授業終了後は30分以上３時間まで

学校休業日は30分以上５時間まで
※通所支援計画において、支援を行うための標準的な時間を30分未満から段階的に増やす
場合は、基本報酬の請求にも関わることから、市町村（給付決定担当者）へ事前協議が
必要です。

基本報酬で評価される所要時間を超えて提供される支援については「延長支援加算」で評価さ
れることになります。
延長支援加算を新規に算定する場合、延長支援加算の様式・対象者リスト・通所支援計画の写

を添付して変更届出を行ってください。



ここからは、令和５年度で経過措置が終了する事項になります。
感染症対策マニュアルを踏まえた指針について、令和６年３月３１日までに整備を完了してく

ださい。また、令和６年度からは、感染症対策委員会を開催するとともに、研修及び訓練を実施
してください。

参考資料
「障害福祉サービス施設・事業所職員のための感染対策マニュアル」



業務継続計画について、令和６年３月３１日までに整備を完了してください。
また、令和６年度からは全従業員への研修及び訓練を実施してください。

参考資料
「障害福祉サービス事業所等における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライ
ン」
「障害福祉サービス事業所等における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」



「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス
の事業等の人員、設備及び運営に関する基準について（平成18年12月6日障発第1206001号、令和
3年3月30日障発0330第3号改正）」第三３(23)②ア及びイの内容になります。



既存の事業所及び令和５年度中に新規指定を受けた事業所は装備が必要な車両に対して補助を
実施しました。

令和６年度以降は、義務化されている年度となるため、事業者が自ら必要に応じ車両に装置を
備える必要があります。



安全計画について、①～④の内容を盛り込み、参考資料を確認しながら令和６年３月３１日まで
に整備を完了してください。

参考資料
「保育所等における安全計画の策定に関する留意事項等について（厚生労働省子ども家庭局保育
課 令和4年12月15日事務連絡）」



サービス管理責任者・児童発達管理責任者の役割についてです。

これらの職種の方に求められる役割は
①利用者支援プロセスの管理（支援の進行管理、個別支援計画の作成・修正など）
②サービス提供者への指導・助言（支援の質の向上のための人材育成・指導助言）
③関係機関との連携（サービス担当者会議への参加、地域資源との連携）

といったものになります。

個別支援の質を担保し、事業所と利用者を地域社会へとつなげる役割が求められています。





①利用者支援プロセスの管理における個別支援計画の作成について

全国的に上記のような支援例があり、指導の対象となっております。
個別支援計画の作成は利用者ニーズを把握し、現状と達成すべき状態との差異を明確に
するために必要なプロセスですので、「適切な流れ」で「サビ管・児発管」が作成して
ください。



上記が個別支援計画作成の流れです。

作成の合間合間に、担当者会議を経て計画のブラッシュアップが必要となりますことから、
相談支援事業所・サービス提供事業所が協力し、利用者本人と関係機関を巻き込みながら
計画に利用者の情報を反映してください。

また、令和6年度から、省令改正により次のポイントが追加となります。
①サービス担当者会議・個別支援会議において
「障害者本人の参加を原則とする(本人の心身の状況等によりやむを得ない場合を除く)｣

②個別支援計画完成時、利用者に加え、相談支援事業者にも交付する。

利用者本人の状況をより詳細に把握し、相談支援事業者にフィードバックすることにより
現状と達成すべき状態との差異をより明確にし、達成すべき状態に向けた支援をより具体的に進
めてください。



個別支援計画の作成においては、達成すべき状態（実現したい状況）を明確にするとともに、
利用者の意向を把握し、その実現に向けて必要な支援が何かを分析してください。



利用者支援プロセスの管理における個別支援計画の作成について、全国的に上記のような誤っ
た支援例があり、指導の対象となっております。個別支援計画の作成は利用者ニーズを把握し、
現状と達成すべき状態との差異を明確にするために必要なプロセスですので、「利用者の同意を
得る・必要な頻度で見直しを行うなど必要なステップを経て」作成してください。



利用者支援プロセスの管理における個別支援計画の作成について、全国的に上記のような誤っ
た支援例があり、指導の対象となっております。個別支援計画の作成は利用者ニーズを把握し、
現状と達成すべき状態との差異を明確にするために必要なプロセスですので、「必要となる支援
に関して個別支援計画に具体に盛り込んで」作成し、支援・加算の請求を行ってください。



②サービス管理責任者が行うサービス提供者への指導・助言について

福祉サービスの提供は一人で行うことはできず、チームで支援にあたることと思います。

サビ管・児発管にはチームを統括するリーダーの役割が求められており、サビ管・児発管の
チームへの関わり方は、チームの雰囲気に多大な影響力を持っています。
環境によっては、職員がサービス提供を行う上で得た小さな気づきや改善点が共有されず、支

援の質が向上していかないどころか、対応策がわからず良くない対応をとったり、最悪の場合、
虐待案件となっていたケースもあります。

目標や課題、気づきを共有できる環境を良好なチームワークの基盤とし、利用者への支援の質
の向上を図っていただきますようお願いいたします。



③関係機関との連携について

利用者ニーズへの対応は、「②サービス提供者への指導・助言」で申し上げた事業所内のチーム
アプローチに加え、事業所外の地域資源との協働が必要となる場面も多くあります。
そのため、
〇地域資源と利用者を結びつける相談支援専門員との結びつきを強める
〇利用者が実際に関わっている他分野の地域資源との情報共有を行う

といったことが、利用者のＱＯＬ向上に大きく寄与します。

障がい福祉サービス利用中の利用者の状況はあくまで一側面であり、病院での状況や、学校で
の生活状況、家庭環境などの多面的な情報を得る、もしくは多面的にアプローチしていくことで
解決する問題も多くありますので、関係機関との連携を進めてください。





⑤化学物質過敏症などの香りで困っている人への配慮についてです。

“ヘルパーさんの柔軟剤などの香りで頭痛や吐き気がする“
“サービスを使えない“

という相談が、青森市や消費生活センター等に寄せられております。利用者へ可能な限りご配慮
したサービスの提供をお願いいたします。



⑥市への届出について （年度初めに提出が必要な書類）

上記書類に関しましては、「前年度の平均利用者数」等の実績を用いることから、年度初めに提
出が必要となっておりますので、ご対応のほど、よろしくお願いいたします。

また、令和６年度報酬改定に伴い新設・変更となる加算も数多くありますことから、こちらも変
更届の提出が必要となります。
様式・提出期限等に関しましてはわかり次第ご案内させていただきます。




